
令和２年１２月定例月議会議案一覧 

 

議案番号 件   名 

報告 １３ 専決処分事項の報告について（損害賠償の額の専決処分） 

報告 １４ 
専決処分事項の報告について（令和２年度豊明市一般会計補正
予算（第１４号）の専決処分） 

議案 ８７ 
工事請負契約の変更について（国庫補助事業 校舎大規模改修
工事） 

議案 ８８ 豊明市職員の給与に関する条例の一部改正について 

議案 ８９ 令和２年度豊明市一般会計補正予算（第１５号）について 

議案 ９０ 市道の路線廃止について 

議案 ９１ 
豊明市少人数学級編制の実施に係る任期付市費負担教員の任用
等に関する条例の制定について 

議案 ９２ 
豊明市パートタイム会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関
する条例の一部改正について 

議案 ９３ 
愛知県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の数の
減少及び愛知県市町村職員退職手当組合規約の変更について 

議案 ９４ 尾三消防組合規約の変更について 

議案 ９５ 令和２年度豊明市一般会計補正予算（第１６号）について 

議案 ９６ 
令和２年度豊明市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）につ
いて 

議案 ９７ 
令和２年度豊明市農村集落家庭排水施設特別会計補正予算（第１
号）について 

議案 ９８ 令和２年度豊明市介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

議案 ９９ 
令和２年度豊明市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）に
ついて 

議案１００ 令和２年度豊明市下水道事業会計補正予算（第２号）について 

 



報告第１３号 

 

   専決処分事項の報告について  

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、損害賠償の額を別添のとおり

専決したので、同条第２項の規定により議会に報告する。  

 

  令和２年１１月３０日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      



専決第６号 

 

損害賠償の額の専決処分書 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、損害賠償の額を専決する。  

 

令和２年１１月１１日専決 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 損害賠償額  金４２，７０２円 

２ 原   因  草刈中の物損事故 

３ 事故の概要 

 （１）事故の発生日時  令和２年１０月２１日 午後３時１５分頃 

 （２）事故の発生場所  豊明市立沓掛中学校校庭 

 （３）事 故 の 経 過  学校用務員が草刈りをするため草刈機を使用した 

際、石を跳ね上げてしまい、駐車していた相手方車 

両のリアウィンドウを割ったもの 

 （４）相 手 方の 損 傷  リアウィンドウを割る 

 （５）過 失 割 合  豊明市１００％、相手方０％ 

 



報告第１４号 

 
   専決処分事項の報告について 
 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、令和２年度豊明市一般会計補

正予算（第１４号）を別添のとおり専決したので、同条第２項の規定により議

会に報告する。 

 

    令和２年１１月３０日提出 

 

                                  豊明市長    小 浮 正 典 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



専決第７号 

 
   令和２年度豊明市一般会計補正予算（第１４号）の専決処分書 
 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、令和２年度豊明市一般会計補

正予算（第１４号）を別添のように専決する。 

 

    令和２年１１月１３日専決 

 

                                  豊明市長    小 浮 正 典 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





















議案第８７号 

 

   工事請負契約の変更について 

 下記のとおり工事請負契約を変更するものとする。 

 

  令和２年１１月３０日提出 

 

                豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 工 事 名   国庫補助事業 校舎大規模改修工事 

２ 工 事 場 所   豊明市二村台７丁目地内 

３ 工 事 の 概 要   二村台小学校開校に伴う双峰小学校校舎の大規模改修 

４ 請負契約金額   変更前 ４５５，３９５，６００円 

変更後 ４６４，２７２，６００円 

５ 請 負 契 約 者   豊明市西川町笹原１５番地の１ 

山旺建設株式会社 豊明支店 

常務取締役支店長 角岡 信也 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、二村台小学校開校に伴う双峰小学校校舎の大規模改修

工事の設計変更に伴い、工事請負契約を変更するため必要があるからである。 

 



議案第８８号 

 

   豊明市職員の給与に関する条例の一部改正について 

 豊明市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を別添のように定める

ものとする。 

 

  令和２年１１月３０日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、人事院勧告に伴い改正する必要があるからである。 

 

 



豊明市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

第１条 豊明市職員の給与に関する条例（昭和４７年豊明市条例第３４号）の

一部を次のように改正する。 

第２０条第２項中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に改め、

同条第３項中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に改める。 

第２条 豊明市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

  第２０条第２項中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に改

め、同条第３項中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に改め

る。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和

３年４月１日から施行する。 

 （令和６年３月３１日までの間における地域手当に関する特例） 

第２条 令和６年３月３１日までの間における地域手当の支給に関する次の表

の左欄に掲げる改正後の豊明市職員の給与に関する条例の規定の適用につい

ては、この規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

第１３条の２第２項 １００分の１５ １００分の１５を超えない範囲内

で市長が規則で定める割合 

 （委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が規則で定める。 





















議案第９０号 

 

   市道の路線廃止について 

 道路法第１０条第１項の規定に基づき、市道の路線を下記のとおり廃止する

ものとする。 

 

令和２年１１月３０日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

路線番号 路線名 
起       点 

終       点 
摘 要 

３３１０ 阿野５６号 
豊明市阿野町昭和４５番地先 

豊明市阿野町昭和６３番地先 
附図 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、開発により市道を廃止する必要があるからである。  

   



３３１０
阿野５６号

附図



議案第９１号 

 

豊明市少人数学級編制の実施に係る任期付市費負担教員の任用等に関す

る条例の制定について  

 豊明市少人数学級編制の実施に係る任期付市費負担教員の任用等に関する条

例を別添のように定めるものとする。  

 

令和２年１１月３０日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

 この案を提出するのは、少人数学級編制の実施に係る任期付市費負担教員の

任用等について必要な事項を定めるため必要があるからである。  



豊明市少人数学級編制の実施に係る任期付市費負担教員の任用等に関す

る条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、豊明市立の小学校において少人数学級編制（公立義務教

育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭和３３年法律第

１１６号）第３条第２項の規定により愛知県教育委員会が定めた１学級の児

童の数の基準を下回る数で学級を編制することをいう。）を実施するために、

地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第

４８号）第３条第２項第１号及び第７条第１項並びに地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第２４条第５項の規定に基づき、任期を定めて採用す

る教員（以下「市費負担教員」という。）の任用等に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（任用） 

第２条 市費負担教員の任命権は、豊明市教育委員会（以下「教育委員会」と

いう。）に属する。 

２ 市費負担教員の採用は選考によるものとし、その選考は教育長が行う。 

（任期） 

第３条 市費負担教員の任期は、４月１日から翌年の３月３１日までの１年以

内とする。 

２ 任命権者は、前項に規定する任期を採用した日から５年を超えない範囲に

おいて、更新することができる。 

 （給与の種類） 

第４条 市費負担教員に支給する給与の種類は、給料、扶養手当、地域手当、

住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、期末手当、勤勉手当、義務教育等教員

特別手当及び退職手当とする。 

 （給料） 

第５条 市費負担教員に、豊明市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成

７年豊明市条例第１号。以下「勤務時間条例」という。）第８条第１項に規

定する勤務時間（以下「正規の勤務時間」という。）による勤務の報酬とし



て、別表の給料表により給料を支給する。 

２ 市費負担教員の職務の級の分類の基準となるべき職務の内容は、１級にあ

っては講師の職、２級にあっては教諭の職とする。 

３ 新たに市費負担教員となった者の給料表に定める号級は、教育委員会規則

で定める基準に従い決定する。 

４ 市費負担教員の昇格及び昇給については、教育委員会規則で定める基準に

従い決定する。 

５ 給料の支給日その他給料の支給に関しては、豊明市職員の給与に関する条

例（昭和４７年豊明市条例第３４号。以下「給与条例」という。）第９条の

規定に基づくものとする。 

 （扶養手当） 

第６条 扶養手当は、給与条例第１２条及び第１３条の規定に基づき支給する。 

 （地域手当） 

第７条 地域手当は、給与条例第１３条の２の規定に基づき支給する。 

 （住居手当） 

第８条 住居手当は、給与条例第１４条の規定に基づき支給する。 

 （通勤手当） 

第９条 通勤手当は、給与条例第１５条の規定に基づき支給する。 

 （特殊勤務手当） 

第１０条 市費負担教員が、心身に著しい負担を与える業務として教育委員会

規則で定める業務に従事した場合は、特殊勤務手当として教員特殊業務手当

を支給する。 

２ 教員特殊業務手当の額は、市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律

第１３５号）第１条の規定の適用を受ける豊明市立の小学校の教諭及び講師

（以下「県費負担教員」という。）の例により教育委員会規則で定める。 

３ 教員特殊業務手当は、豊明市職員の特殊勤務手当に関する規則（昭和４９

年規則第８号）の支給方法に準じて支給する。 

 （期末手当） 

第１１条 期末手当は、給与条例第２０条第１項、第２項、第４項及び第６項

の規定に基づき支給する。 



 （勤勉手当） 

第１２条 勤勉手当は、給与条例第２１条の規定に基づき支給する。 

 （期末手当等の支給制限等） 

第１３条 期末手当及び勤勉手当の支給の制限及び一時差止処分については、

給与条例第２０条の２及び第２０条の３の規定に基づくものとする。 

 （義務教育等教員特別手当） 

第１４条 市費負担教員に、義務教育等教員特別手当を支給する。 

２ 義務教育等教員特別手当の額は、県費負担教員に準じて職務の級及び号給

の別に応じて、教育委員会規則で定める。 

３ 義務教育等教員特別手当は、第６条から第９条までの扶養手当等の支給方

法に準じて支給する。 

 （退職手当） 

第１５条 市費負担教員に、愛知県市町村職員退職手当組合退職手当条例（昭

和４０年愛知県市町村職員退職手当組合条例第１号）の規定に基づき退職手

当を支給する。 

 （教職調整額） 

第１６条 市費負担教員に、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関

する特別措置法（昭和４６年法律第７７号）第３条の規定に基づき、教職調

整額を支給する。 

２ 教職調整額は県費負担教員に準じて教育委員会規則で定める。 

３ 教職調整額の支給を受ける者に係る次に掲げる規定の適用については、教

職調整額は給料とみなす。 

 （１） 第７条に規定する地域手当に関する規定 

 （２） 第１１条において準用する給与条例第２０条第４項の期末手当の基

礎額及び第１２条において準用する給与条例第２１条第３項の勤勉手

当基礎額に関する規定 

 （３） 次条において準用する給与条例第２４条の規定 

 （４） 第１８条において準用する給与条例第２６条の規定 

 （給与の減額） 

第１７条 市費負担教員が勤務しない場合の給与の減額については、給与条例



第２４条の規定に基づくものする。 

 （休職者の給与） 

第１８条 休職者の給与の支給については、給与条例第２６条の規定に基づく

ものとする。 

 （勤務時間、休日及び休暇） 

第１９条 市費負担教員の勤務時間、休日及び休暇については、勤務時間条例

に準ずる。 

 （正規の勤務時間を超える勤務等） 

第２０条 市費負担教員については、正規の勤務時間の割振りを適正に行い、

原則として時間外勤務は命じないものとする。 

２ 市費負担教員に対し時間外勤務を命ずる場合は、次に掲げる業務に従事す

る場合で臨時又は緊急にやむを得ない必要があるときに限るものとする。 

 （１） 校外実習その他児童の実習に関する業務 

 （２） 修学旅行その他学校の行事に関する業務 

 （３） 職員会議に関する業務 

 （４） 非常災害の場合、児童の指導に関し緊急の措置を必要とする場合そ

の他やむを得ない場合に必要な業務 

 （旅費） 

第２１条 市費負担教員が公務のために旅行した場合の旅費については、豊明

市職員の旅費に関する条例（昭和４８年豊明市条例第３１号）の一般職の例

による。 

 （分限） 

第２２条 市費負担教員の分限については、豊明市職員の分限の手続及び効果

に関する条例（昭和４７年豊明市条例第２０号）の定めるところによる。 

 （懲戒） 

第２３条 市費負担教員の懲戒については、豊明市職員の懲戒の手続及び効果

に関する条例（昭和４７年豊明市条例第２３号）に定めるところによる。 

 （公務災害補償） 

第２４条 市費負担教員の公務上の災害又は通勤による災害（負傷、疾病、傷

害又は死亡をいう。）に対する補償については、地方公務員災害補償法（昭



和４２年法律第１２１号）の定めるところによる。 

（委任） 

第２５条 この条例に定めるもののほか、給与の支給その他この条例の施行に

関し必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

別表（第５条関係） 

      職務の級 

号給 

１級 ２級 

給料月額 給料月額 

１ １６３，８００ １８０，０００ 

２ １６５，４００ １８２，２００ 

３ １６６，９００ １８４，３００ 

４ １６８，４００ １８６，６００ 

５ １７０，１００ １８８，６００ 

６ １７２，０００ １９０，９００ 

７ １７３，９００ １９３，１００ 

８ １７５，７００ １９５，４００ 

９ １７７，５００ １９７，６００ 

１０ １７９，６００ ２００，５００ 

１１ １８１，７００ ２０３，３００ 

１２ １８３，７００ ２０６，０００ 

１３ １８５，７００ ２０８，９００ 

１４ １８７，９００ ２１０，６００ 

１５ １９０，２００ ２１２，３００ 

１６ １９２，４００ ２１４，０００ 

１７ １９４，７００ ２１５，９００ 

１８ １９７，３００ ２１７，５００ 

１９ １９９，９００ ２１９，２００ 

２０ ２０２，４００ ２２０，９００ 



２１ ２０５，０００ ２２２，７００ 

２２ ２０６，７００ ２２４，７００ 

２３ ２０８，５００ ２２６，６００ 

２４ ２１０，２００ ２２８，６００ 

２５ ２１１，８００ ２３０，１００ 

２６ ２１３，２００ ２３２，１００ 

２７ ２１４，８００ ２３４，２００ 

２８ ２１６，４００ ２３６，２００ 

２９ ２１８，１００ ２３８，１００ 

３０ ２１９，９００ ２４０，８００ 

３１ ２２１，６００ ２４３，６００ 

３２ ２２３，３００ ２４６，４００ 

３３ ２２４，７００ ２４９，０００ 

３４ ２２６，４００ ２５１，９００ 

３５ ２２８，１００ ２５４，６００ 

３６ ２２９，９００ ２５７，３００ 

３７ ２３１，３００ ２５９，９００ 

３８ ２３３，１００ ２６２，３００ 

３９ ２３４，８００ ２６４，９００ 

４０ ２３６，５００ ２６７，３００ 

４１ ２３８，２００ ２６９，９００ 

４２ ２３９，９００ ２７２，４００ 

４３ ２４１，６００ ２７４，６００ 

４４ ２４３，２００ ２７６，９００ 

４５ ２４４，９００ ２７９，０００ 

４６ ２４６，５００ ２８１，３００ 

４７ ２４７，８００ ２８３，５００ 

４８ ２４９，２００ ２８５，５００ 

４９ ２５０，５００ ２８７，８００ 



５０ ２５１，９００ ２８９，８００ 

５１ ２５３，３００ ２９１，７００ 

５２ ２５４，６００ ２９３，８００ 

５３ ２５５，７００ ２９５，５００ 

５４ ２５７，１００ ２９７，９００ 

５５ ２５８，４００ ３００，２００ 

５６ ２５９，４００ ３０２，８００ 

５７ ２６０，６００ ３０４，８００ 

５８ ２６１，８００ ３０７，３００ 

５９ ２６３，０００ ３０９，６００ 

６０ ２６４，２００ ３１２，２００ 

６１ ２６５，６００ ３１４，６００ 

６２ ２６６，４００ ３１７，０００ 

６３ ２６７，７００ ３１９，４００ 

６４ ２６８，６００ ３２１，６００ 

６５ ２６９，６００ ３２３，９００ 

６６ ２７１，１００ ３２５，９００ 

６７ ２７２，２００ ３２８，０００ 

６８ ２７３，５００ ３３０，０００ 

６９ ２７５，１００ ３３２，０００ 

７０ ２７６，７００ ３３４，１００ 

７１ ２７８，０００ ３３６，３００ 

７２ ２７９，４００ ３３８，３００ 

７３ ２８０，５００ ３４０，５００ 

７４ ２８１，５００  

７５ ２８２，７００  

７６ ２８３，８００  

７７ ２８５，０００  

７８ ２８６，１００  



７９ ２８７，３００  

８０ ２８８，６００  

８１ ２８９，８００  

８２ ２９０，７００  

８３ ２９１，９００  

８４ ２９３，２００  

８５ ２９４，１００  

８６ ２９５，０００  

８７ ２９５，７００  

８８ ２９６，８００  

８９ ２９７，８００  

９０ ２９８，７００  

９１ ２９９，６００  

９２ ３００，４００  

９３ ３００，７００  

９４ ３０１，５００  

９５ ３０２，２００  

９６ ３０３，０００  

９７ ３０３，８００  

９８ ３０４，６００  

９９ ３０５，５００  

１００ ３０６，２００  

１０１ ３０７，１００  

１０２ ３０７，６００  

１０３ ３０８，１００  

１０４ ３０８，６００  

１０５ ３０８，８００  

１０６ ３０９，２００  

１０７ ３０９，６００  



１０８ ３０９，８００  

１０９ ３１０，０００  

１１０ ３１０，２００  

１１１ ３１０，５００  

１１２ ３１０，８００  

１１３ ３１１，０００  

１１４ ３１１，２００  

１１５ ３１１，４００  

１１６ ３１１，７００  

１１７ ３１２，０００  

１１８ ３１２，３００  

１１９ ３１２，６００  

１２０ ３１２，９００  

１２１ ３１３，１００  

１２２ ３１３，３００  

１２３ ３１３，５００  

１２４ ３１３，９００  

１２５ ３１４，２００  

 



議案第９２号 

 

   豊明市パートタイム会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

の一部改正について 

 豊明市パートタイム会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

  令和２年１１月３０日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、豊明市職員の給与に関する条例の改正に伴い改正す

る必要があるからである。 

 

 



豊明市パートタイム会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例 

 

 豊明市パートタイム会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令 

和元年豊明市条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

附則第２条を削り、次の１条を加える。 

（令和６年３月３１日までの間における地域手当相当額に関する特例） 

第２条 令和６年３月３１日までの間における地域手当相当額の支給に関する

次の表の左欄に掲げる規定の適用については、この規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、同表の右欄に掲げる字句とする。 

第５条第２項 １００分の１５ １００分の１５を超えない範囲内

で市長が規則で定める割合 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第９３号 

 

愛知県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の数の減少及

び愛知県市町村職員退職手当組合規約の変更について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、令

和３年３月３１日をもって愛知県市町村職員退職手当組合から尾張市町交通災

害共済組合を脱退させることとし、愛知県市町村職員退職手当組合規約を別添

のように変更するものとする。 

 

  令和２年１１月３０日提出 

 

                豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、地方自治法第２９０条の規定により愛知県市町村職

員退職手当組合から尾張市町交通災害共済組合を脱退させ、愛知県市町村職員

退職手当組合規約を変更することについて協議する必要があるからである。 



愛知県市町村職員退職手当組合規約の一部を変更する規約 

 

愛知県市町村職員退職手当組合規約（昭和３３年愛知県市町村職員退職手当

組合規約第１号）の一部を次のように変更する。 

別表第１及び別表第２の３区の項中「北名古屋水道企業団 尾張市町交通災

害共済組合」を「北名古屋水道企業団」に改める。 

附 則 

１ この規約は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規約による変更後の愛知県市町村職員退職手当組合規約別表第２の規

定は、令和３年４月１日以後最初に実施される議員の選挙から適用する。 



議案第９４号 

 

   尾三消防組合規約の変更について  

地方自治法第２８６条第２項の規定により、令和３年４月１日から、尾三消

防組合規約を次のとおり変更するものとする。  

 

令和２年１１月３０日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典     

 

説 明 

この案を提出するのは、尾三消防組合の組合市町が負担する分担金の算出基

準を変更し、負担割合を規定するため、組合規約の一部を変更する必要がある

からである。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   尾三消防組合規約の一部を変更する規約 

 

尾三消防組合規約（昭和４６年１２月１日愛知県知事許可）の一部を次のよ

うに変更する。 

第１１条第２項を次のように改める。 

２ 前項の分担金は、次に定めるところによって算出した額の合算額により組

合市町が負担する。 

（１） 分担金の総額の１００分の３０の額を組合市町均等の割合で算出し

た額  

（２） 分担金の総額の１００分の２５の額を組合市町のそれぞれの前年の

１０月１日現在における面積の割合で算出した額 

（３） 分担金の総額の１００分の２５の額を組合市町のそれぞれの前々年

の１２月３１日以前３年間の救急出場件数の割合で算出した額 

（４） 分担金の総額の１００分の２０の額を組合市町のそれぞれの前年度

の普通交付税の算定に用いる消防費に係る基準財政需要額の割合で

算出した額 

附 則 

この規約は、令和３年４月１日から施行し、この規約による変更後の尾三消

防組合規約第１１条第２項の規定は、令和３年度分の分担金から適用する。 





















































































































































議案第１００号 

 

 

 

 

 

令和２年度 

 

 

豊明市下水道事業会計補正予算書（第２号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第１００号  

        

令和２年度豊明市下水道事業会計補正予算（第２号）  

 

（総則）  

第１条 令和２年度豊明市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。   

（業務の予定量）       

第２条 令和２年度豊明市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条第

４号中「管きょ建設改良費７２９，２０３千円」を「管きょ建設改良費７２９，

４４３千円」に改める。  

（収益的収入及び支出）  

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

     （科目）     （既決予定額）   （補正予定額）  （計）  

収  入  

第１款 下水道事業収益 1,112,400 千円 60,210 千円 1,172,610 千円 

第２項 営業外収益 493,033 千円 60,210 千円 553,243 千円 

支   出      

第１款 下水道事業費用 1,112,400 千円 60,162 千円 1,172,562 千円 

第１項 営業費用 965,447 千円 59,527 千円 1,024,974 千円 

第２項 営業外費用 119,004 千円 635 千円 119,639 千円 

（資本的収入及び支出）  

第４条 予算第４条本文括弧書を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する

３０７，４１８千円は、引継金９２３千円、当年度損益勘定留保資金３０６，４

９５千円で補てんするものとする。」に改め、資本的収入及び支出の予定額のう

ち、支出の予定額を次のとおり補正する。  

支   出  

第１款 資本的支出 1,298,446 千円 240 千円 1,298,686 千円 

第２項 建設改良費 747,269 千円 240 千円 747,509 千円 

（特例的収入及び支出）  

1



第５条 予算第４条の２中「１２９，１３７千円」を「７２，１９１千円」に、「２

７８，９１２千円」を「２２８，９４１千円」に改める。  

（議会の議決を得なければ流用することができない経費）  

第６条 予算第８条に定めた経費の金額を次のとおり補正する。  

（科目）  （既決予定額）  （補正予定額）  （計）  

職員給与費   67,869 千円   240 千円   68,109 千円  

 

令和２年１１月３０日提出    

        

     豊明市長   小 浮 正 典  

2



（単位：千円）

款 項 既決予定額 補正予定額 計 備考

1 下水道事業
  収      益

1,112,400 60,210 1,172,610

2 営業外収益 493,033 60,210 553,243

5 長 期 前 受 金
戻 入

255,057 60,210 315,267

（単位：千円）

款 項 既決予定額 補正予定額 計 備考

2 下水道事業
  費      用

1,112,400 60,162 1,172,562

1 営業費用　 965,447 59,527 1,024,974

6 減 価 償 却 費 562,235 59,527 621,762

2 営業外費用 119,004 635 119,639

1 支払利息及び
企 業 債 取 扱
諸 費

102,574 635 103,209

（単位：千円）

款 項 既決予定額 補正予定額 計 備考

4 資本的支出 1,298,446 240 1,298,686

1 建設改良費 747,269 240 747,509

1 管 き ょ 建 設
改 良 費

729,203 240 729,443

目

資本的収入及び支出

支　　　　出

目

令和２年度豊明市下水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　入

支　　　　出

目
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  （単位:千円)
１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ 6,742
621,762

貸倒引当金の増減額（△は減少） 824
賞与引当金の増減額（△は減少） 3,308
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 603

△ 1
支払利息 103,209

△ 170
△ 183,236
△ 315,267

224,290
1

△ 103,209
 業務活動によるキャッシュ・フロー 121,082

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
△ 667,647

無形固定資産の取得による支出 △ 16,424
83,396

342,118
賞与引当金の増減額（△は減少） 1,299

237
 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 257,021

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
343,700

△ 551,177
222,054

 財務活動によるキャッシュ・フロー 14,577

 資金増加額（△は減少） △ 121,362
 資金期首残高 176,540
 資金期末残高 55,178

国庫補助金等収入

令和２年度豊明市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

有形固定資産の取得による支出

利息の支払額

受取利息及び受取配当

未収金の増減額（△は増加）

長期前受金戻入額

減価償却費

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

利息及び配当金の受取額

未払金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　小　計

負担金による収入

他会計からの繰入金による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

4



１　総括

〔1〕 6

2

〔1〕 8

〔1〕 6

2

〔1〕 8

〔0〕 0

0

〔0〕 0

〔　〕内は、会計年度任用職員について外書きしたものである。

２　給料及び手当の増減額の明細

通勤手当
（千円）

1,178

1,148

手　当 240 240その他の増減分

区分
職員数

補正後

比　較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

補正前

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　計

0

0

0

0

0

815

30

特殊勤務手当
（千円）

815

0

815

0

0

0

0

報酬
（千円）

815

給　　　　与　　　　費　　

手
当
の
内
訳

区分

合　計

地域手当
（千円）

3,289

10

扶養手当
（千円）

902

区分

補正後

補正前

比　較

0

3,299

増減額(千円)

住居手当
（千円）

324

324

0

増減事由別内訳（千円）

特別職
（人）

一般職
（人）

0

0

0

852

50

5



1,790

管理職手当
（千円）

1,790

0

超過勤務手当
（千円）

850

700

150

児童手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

5,830

5,830

0

期末手当
（千円）

7,838

7,838

0

管理職特別
勤務手当
（千円）

24

24

0

職員の異動等に伴う増

説明

68,109

備考

18,085

0

17,845

22,181

3,995

0 0 0

38,986

53,076 15,033

8,045 6,045 14,090

30,226 22,035

15,990

240

0 240 240

3,995

8,045 5,805 13,850

0 240 240

備考
合計

（千円）
法定福利費
（千円）

給　　　　　与　　　　　費
手当

（千円）
計

（千円）

22,181 15,990 38,986 50,02411,038

給料
（千円）

　　明　　　　細　　　　書

67,869

0

0 240

11,038 50,024

30,226 21,795 52,836 15,033

0
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　（１）有形固定資産

イ 6,232

ロ 0

0 0

ハ 14,918,665

△ 570,933 14,347,732

二 47,336

△ 10,303 37,033

ホ 74

0 74

ヘ 686

△ 151 535

ト 0

　　　　有形固定資産合計 14,391,606

　（２）無形固定資産

イ 916,922

ロ 0

ハ 0

　　　　無形固定資産合計 916,922

　（３）投資その他の資産

イ 455

　　　　投資その他の資産合計 455

　　固 定 資 産 合 計 15,308,983

　（１）現金預金 55,178

　（２）未収金 72,361

△ 824 71,537

　（３）貯蔵品 0

　（４）その他流動資産 0

　　流 動 資 産 合 計 126,715

　　資　産　合　計 15,435,698

減価償却累計額

工具､器具及び備品

減価償却累計額

建設仮勘定

建物

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

資　産　の　部

令和２年度豊明市下水道事業予定貸借対照表

(令和３年３月３１日)

(単位：千円)

１　固定資産

土地

機械及び装置

減価償却累計額

出資金

　　　　貸倒引当金

施設利用権

ソフトウェア

電話加入権

２　流動資産

車両運搬具
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３　固定負債

　（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に

4,179,263

　　　　企業債合計 4,179,263

　（２）引当金

イ 修繕引当金 0

　　　　引当金合計 0

　　固 定 負 債 合 計 4,179,263

４　流動負債

　（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に

549,585

　　　　企業債合計 549,585

　（２）未払金 45,705

　（３）前受金 0

　（４）引当金

イ 賞与等引当金 4,607

ロ 法定福利費引当金 840

　　　　引当金合計 5,447

　（５）その他流動負債 0

　　流 動 負 債 合 計 600,737

５　繰延収益

　（１）長期前受金 7,232,430

収益化累計額 △ 315,267

　　繰 延 収 益 合 計 6,917,163

　　負　債　合　計 11,697,163

６　資本金

　（１）固有資本金 3,625,698

　（２）出資金 118,136

　　資 本 金 合 計 3,743,834

７　剰余金

　（１）資本剰余金

イ 寄附金 0

ロ 負担金 0

ハ 補助金 1,443

　　　　資本剰余金合計 1,443

　（２）利益剰余金

イ 減債積立金 0

ロ 建設改良積立金 0

ハ 当年度未処分利益剰余金 △ 6,742

　　　　利益剰余金合計 △ 6,742

　　剰 余 金 合 計 △ 5,299

　　資　本　合　計 3,738,535

　　負 債 資 本 合 計 15,435,698

充てるための企業債

負　債　の　部

資　本　の　部

充てるための企業債
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　（１）有形固定資産

イ 6,232

ロ 0

0 0

ハ 14,251,018

0 14,251,018

二 47,336

0 47,336

ホ 74

0 74

ヘ 686

0 686

ト 0

　　　　有形固定資産合計 14,305,346

　（２）無形固定資産

イ 940,873

ロ 0

ハ 0

　　　　無形固定資産合計 940,873

　（３）投資その他の資産

イ 455

　　　　投資その他の資産合計 455

　　固 定 資 産 合 計 15,246,674

　（１）現金預金 176,540

　（２）未収金 72,191

0 72,191

　（３）貯蔵品 0

　（４）その他流動資産 0

　　流 動 資 産 合 計 248,731

　　資　産　合　計 15,495,405

　　　　貸倒引当金

減価償却累計額

施設利用権

電話加入権

２　流動資産

ソフトウェア

土地

建物

令和２年度豊明市下水道事業開始貸借対照表

(令和２年４月１日)

(単位：千円)

１　固定資産

資　産　の　部

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

車両運搬具

減価償却累計額

工具､器具及び備品

建設仮勘定

出資金
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３　固定負債

　（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に

4,385,148

　　　　企業債合計 4,385,148

　（２）引当金

イ 修繕引当金 0

　　　　引当金合計 0

　　固 定 負 債 合 計 4,385,148

４　流動負債

　（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に

551,177

　　　　企業債合計 551,177

　（２）未払金 228,941

　（３）前受金 0

　（４）引当金

イ 賞与等引当金 0

ロ 法定福利費引当金 0

　　　　引当金合計 0

　（５）その他流動負債 0

　　流 動 負 債 合 計 780,118

５　繰延収益

　（１）長期前受金 6,702,998

収益化累計額 0

　　繰 延 収 益 合 計 6,702,998

　　負　債　合　計 11,868,264

６　資本金 3,625,698

７　剰余金

　（１）資本剰余金

イ 寄附金 0

ロ 負担金 0

ハ 補助金 1,443

　　　　資本剰余金合計 1,443

　（２）利益剰余金

イ 減債積立金 0

ロ 建設改良積立金 0

ハ 当年度未処分利益剰余金 0

　　　　利益剰余金合計 0

　　剰 余 金 合 計 1,443

　　資　本　合　計 3,627,141

　　負 債 資 本 合 計 15,495,405

資　本　の　部

充てるための企業債

負　債　の　部

充てるための企業債
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既決予定額 補正予定額 計

1 下水道事業
収 益

1,112,400 60,210 1,172,610

2 営業外収益 493,033 60,210 553,243

5 長 期 前 受 金
戻 入

255,057 60,210 315,267

既決予定額 補正予定額 計

2 下水道事業
費 用

1,112,400 60,162 1,172,562

1 営 業 費 用 965,447 59,527 1,024,974

6 減価償却費 562,235 59,527 621,762

2 営 業 外 費 用 119,004 635 119,639

1 支払利息及び
企 業 債 取 扱
諸 費

102,574 635 103,209

収　　　　入

支　　　　出

令和２年度豊明市下水道事業会計補正予算（第２号）事項別明細書

収益的収入及び支出

款 項 目

款 項 目
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（単位：千円）

金額

1 長 期 前 受 金
戻 入

60,210 国庫補助金長期前受金戻入 4,953

県補助金長期前受金戻入 1,055

他会計補助金長期前受金戻入　 54,202

（単位：千円）

金額

1 有形固定資産
減 価 償 却 費

59,527 構築物減価償却費 59,376

工具器具及び備品減価償却費 151

1 企業債利息 635 企業債利息 635

説明

説明節

節
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既決予定額 補正予定額 計

4 資本的支出 1,298,446 240 1,298,686

1 建設改良費 747,269 240 747,509

1 管 き ょ 建 設
改 良 費

729,203 240 729,443

資本的収入及び支出

支　　　　出

款 項 目
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（単位：千円）

金額

2 職 員 手 当 等 240 通勤手当 30

超過勤務手当 150

扶養手当 50

地域手当 10

説明節
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